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基本法・条例・がん対策推進計画の関連
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がん対策基本法

●事業主が、がん患者の雇用継続への配慮に努めることを明記

（事業主の責務）

第八条

事業主は、がん患者の雇用の継続等に配慮するよう

努めるとともに、国及び地方公共団体が講ずるがん対策に

協力するよう努めるものとする。
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4
出典：厚生労働省



治療と仕事の両立支援助成金
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助成金の概要：

事業者が労働者のがん等の傷病の特性に応じた治療と仕事の両立支援制
度を導入、または適用した場合に、事業者が費用の助成を受けることができ
る制度。

環境整備コース：助成金金額 200,000円

制度活用コース：助成金金額 200,000円

独立行政法人労働者健康安全機構が助成金審査業務を実施

この助成金は、厚生労働省の産業保健活動総合支援事業の一環として行われている

兵庫県がん対策推進条例

（治療等と就労の両立）

第21条

県は、事業者に対し、がん患者又はがん患者を看護する者の就労に関
する知識の普及及び啓発その他の必要な支援を行うことにより、がん
の治療又はがん患者の看護と就労との両立の推進に取り組むものとす
る。

２事業者は、その従業員又は従業員の家族ががんに罹患しても、当該
従業員が治療又は家族の看護と就労とを両立することができるよう、休
暇の取得の促進、代替職員の確保その他の必要な措置を講じなけれ
ばならない。

6



7

兵庫県 ホームページより
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兵庫県 ホームページより



神戸市立の地域がん診療連携拠点病院の

がん治療と就労の両立支援の相談体制

●がん患者の仕事と暮らしの相談会を月１回実施

・神戸市立医療センター中央市民病院

・神戸市立西神戸医療センター
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～ が ん 患 者 の 就 労 の 現 状 と 課 題 ～
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がん患者の就労の現状と課題①

●１９８１年から国民の死亡原因第１位の病気

●生涯のうちに約２人に１人は、がんに罹患すると推計

●がんの生存率 ５年相対生存率 ６６．１％

出典：2019年8月 国立がん研究センター情報サービス

入院期間が短縮→治療をしながらの就労が可能になりつつある
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がん患者の就労の現状と課題②

●がん治療を受けながら働いている人

３６．５万人 出典：厚生労働省

●がん患者の３人に１人は就労世代（20才～64才）

出典：国立がん研究センター情報サービス
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がん患者の就労の現状と課題③

●がんの診断後に労働者の約３５％が依願退職、または解雇されている

・３０％が依願退職

・５％が解雇

●がん患者の主な退職理由

※相談会での、がん患者(労働者)からの相談内容

・体力的に仕事を続ける自信がなくなった

・勤務先、同僚、上司など仕事関係の人達に迷惑をかけると思った

・治療のための長期休暇を取得することが出来なかった

・家族から退職して静養するよう勧められた

(仕事を継続しながら治療は不可との助言があった)
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相談会での相談内容

●就労関連：４７％

・がんと診断された後の会社への伝え方(治療しながら仕事を継続)

・休職後の職場復帰について(休職中の会社との意思疎通)

・がん治療のためにやむを得ず退職(退職後の健康保険継続)

・再就職について

●傷病手当金：２２％

●障害年金：１２％

●その他：高額療養費、健康保険任意継続
伊藤貴志社会保険労務士事務所集計14



がん治療と仕事の両立のための制度例

●所定労働時間の短縮(短時間勤務)

●休職制度、傷病休暇

●時間単位年次有給休暇、半日単位年次有給休暇

●積立有給休暇：病気や介護等に限定し、時効分の有給休暇を積立

●傷病手当金(健康保険に加入)

●在宅勤務

●時差出勤

●フレックスタイム勤務

●がん治療を行いながら働き続けるための配置転換制度

●再雇用制度：がん治療のために退職後に再雇用 15


